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「畜産業の雇用確保に向けた質疑応答集（①募集・採用、

◎ JRA事業「畜産経営雇用促進調査事業」
2年間の調査事業を終了し「事業成果報告書」と「畜産経

（全日畜HP「資料室」でご覧いただけます。）

営者のための雇用対策指針」を作成しました。

作成してあります。

事業成果報告書について

42%」と「ある程度感じる34%」で全体の約8割が労働力不

令和２年度の受託事業（調査事業）３件の報告です

全日畜だより
[こちら編集部] (03)-3583-8034

  発 行 日

  発行NO

2021年6月3日

2021  -  45号

東京都港区麻布台2-2-1麻布台ビル

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会）

・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜）

特に論点ごとに整理した「畜産業の雇用確保に向けた質疑応

答集」や「雇用の留意点」例えば「作業指示の出し方」「作

業報告のさせ方」「効果的なほめ方」「効果的な叱り方（怒

この調査報告書は、全国500名の畜産経営者（5畜種）を対

象に実施したアンケート調査と全国６ヵ所で開催した畜産経

営者が参加するワークショップ等で収集した情報等をもとに

アンケート結果では、従業員不足の深刻性を「非常に感じる

足の課題を深刻にとらえていると回答しています。

ワークショップでは、「雇用の際の課題」「定着のための課

題」「従業員の育成」「外国人労働」を論点として、畜産経

②雇用の維持、③女性の雇用、④外国人技能実習生、⑤

雇用の多様化）」について整理しました。

営者の皆さんと意見交換を行いました。

畜産経営者のための雇用対策指針について

この指針は、畜産経営の実態調査から「雇用の留意点（①労

務管理、②ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・人材育成、③労働環境改善）」と、

るとは違う）」などは即現場で役立つと思います。

新聞報道等も関心を寄せています

指針は、本日の日本農業新聞で「経営者向け雇用指針公表」

との見出しで紹介されました。サブタイトルが「人材定着の

実例掲載」です。問い合わせも多数あります。



 　 　 　

　

　 　

　 ○

・

　   

・

　

・

　

・  

　

  

○

　　　  

　

  

○

・

  　

・

　

  

・

　

 

・

　

　 　

うワークショップを開催しました。

◎ JRA事業「自然災害に強い

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

 

　　　　　畜産経営の実現調査事業」
初年度事業を終了し「中間報告書」を整理しました。

Q5  地域別の被災状況（過去10年）

実施したアンケート調査の一部を紹介します。

いて実態調査を実施しました。

特定調査項目として労働力課題、外国人技能実習

生課題、コロナ禍の影響課題を追加しました。

このほか４県での優良事例調査を実施し、３ヵ所

（青森、千葉、鹿児島）で生産者と意見交換を行

北海道、東北、関東、九州、沖縄の回答者の７割

Q24  有効な防災対策

発電機設置66％、燃料備蓄41％、畜舎構造の強

以上が「被災あり」と回答。災害の発生は広域。

Q5  畜種別の被災状況（過去10年）

「被災あり」の回答は、ブロイラー86％、採卵鶏

79％、酪農74％、肉用牛73％、養豚72％。

Q8  災害内容

度強化30％、発電機のリース25％。

最終年度となる今年度末には「事業成果報告書」

と「畜産経営危機管理マニュアル」を作成予定。

◎ ALIC事業「養豚農業実態調査事業」

停電81％、畜舎倒壊72％、設備破損52％、断水

43％、家畜斃死35％、通信不通30％。

出して調査対象とします。今回の調査では鹿児島

県、千葉県、茨城県、青森県を調査しました。

168戸に調査票を配布して直近の飼養状況等につ

（全日畜HP「資料室」でご覧いただけます。）

単年度事業を終了し「報告書」を整理しました。

調査事業の概要等

調査は、養豚飼養頭数の上位10道県から４件を抽
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北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州沖縄 無回答

Q5 (農場所在地別)

被災あり 被災なし
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Q5 (畜種別)

被災あり 被災なし
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4.畜産加工施設倒壊損壊

18.ふん尿汚水流出

5.農機具流出破損

19.その他

6.草地流出

7.飼料作物流出

15.燃料枯渇

14.飼料工場停止

16.搾乳不能

12.飼料供給停止

17.出荷不能

13.道路寸断

10.or11.回線不通

1.家畜斃死

9.断水

3.畜産施設倒壊・損壊

2.畜舎倒壊損壊

8.停電

%

Q8

回答数：340

複数回答

1.8

2.9

3.3

3.6

4

4

5.1

6.9

10.9

11.6

14.5

25.4

30.4

40.6

65.9
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10.防災対策

11.施設用地確保

15.その他

5.各種無線機

6.飼料備蓄

2.家畜避難カ所

14.防災機器融通

13.複数アクセス道路

12.ふん尿汚水事前処理

9.飼料確保ルート

7.給水確保

4.発電機リース体制

1.耐震 耐暴風雪構造

8.燃料備蓄

3.発電機

%

Q24

※:3.部分稼働の自家発電機を含む。

回答数：276

複数回答



 　 　 　

 

　  

　  

　   

  

　

　

  

  

　　

　

  

  

  

   

  

  

  　

　   

　  

  

 

 

 

　   

　 　

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）

（文中での団体の略称標記について）

 

農林水産省が新しい政策方針 「みどりの食料システム戦略」 を策定

 

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

　農水省は５月１２日、多くの関係者と意見交換を行って取りまとめた「みどりの食料システム戦略」を公表

しました。以下に「概要」と「具体的な取組」を紹介します。詳細は農水省のHPを参照ください。


